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自己組織 的構成法 によるラインレス生産

システム

5.1 緒 言

本章 で は, 第2章, 3章 で述べ たス ケジュー リングお よび設備 レイア ウ

ト計 画 を発展 させ, 生 産現場 で よ く利 用 され てい る ラ イ ン型生 産 方式 に

代 わる, ラ イ ンレス生 産方式 を提案 す る.

5.2節 で は, まず ラ イ ン型 生産方式 か ら現 在 まで の生 産方 式の変 遷 , お

よび関連研 究 に関 して述べ た後, それ らの 限界 を克服す る新 しい生 産方

式 と して, ラ イ ンレス生 産方式 を提 案 し, その特 徴 に関 して述べ る.

5.3節 で は, ライ ンレス生 産 システム におい て, 生産 シス テムの 自己組

織 的構成法 を利用 す る手 法 につい て述べ, その 有効性 を確認 す る ため に,

自動 車車 体へ の増 し打 ち溶接 工程 を対 象 に選 び, ラ イ ン レス生産 シス テ

ム のモ デル化 を行 う.

5.4節 で は, 5.3節 にお いて構築 したモ デル を利 用 し計 算機 実験 を行 い ,

ラ イン レス生 産過 程 の構 築 を確認 す る.

5.5節 では, ライ ン レス生 産 システ ムの妥 当性 の評価 の ため に, ライ ン

型 生 産 シス テム と生 産性, 故 障 に関す る適 応性, コス トに関 して比 較 を

行 う.

最後 に5.6節 で本 章 を ま とめ る.
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5.2 ラ イ ン レ ス 生 産 シ ス テ ム

5.2.1 生 産 方 式 の 動 向

1909年 のT型 フ ォー ドの 自動車 の コ ンベ ヤ に よる大量生 産が 実現 して

以 来,製 造業 にお ける主 た る生 産様 式 は コ ンベ ヤ を用 い た ライ ン型生 産

方 式 で あ る [77]. ライ ン型生 産 システ ムは標準 化 (standardization), 単

純 化 (simplification), 専 門化 (specialization) を特色 と し, ス ケール メ

リ ッ ト (規模 の経 済性) をそ の原理 として い るため [78],[68], 大量 の製

品 を低 コス トで製造 す るの に適 してお り, 現 代 産業 の発展 を支 えた.

ラ イ ン型生 産 方式 は低 コス トで高 い生産 性 を実現 可 能で あ るが, コ ン

ベヤ ラ イ ンを利 用す る ため に各工 程が 密接 に連 結 されて い るので , 効 率

的 な生産 を行 う には作 業 ス テー シ ョン間 の作 業 量 の平準 化 が必 要不 可欠

とな る. 生 産環境 が 複雑 化 を遂 げ, 多 品種 生産 の実 現 が必 要 とされる現

在, 生産 ラ イ ンにお け る平 準 化 を行 うには多 くの工数 が必 要 とな る. ま

た, ラ イ ン型生 産 で はそ の システ ム様式 のた め, 一つ の作 業 ス テー シ ョ

ンにお け る故障 や生 産遅 れ とい った システ ムの部 分 の問題 が, ライ ン停

止 とい った システ ム全 体へ と波 及 し, シス テム全体 の 問題 とな る場 合 も

あ る. この よ うに ラ イ ン型生 産方 式 で はは シス テム の外 部 ・内部 環境 の

変動 に柔軟 に適 応 す るの は困難で あ る.

今 後 の生 産環境 は ます ます 複雑 化す る と考 え られ, 上 記 の様 な特 徴 を

持 つ ラ イ ン型生 産方式 に代 わ る新 しい生 産方式 が必 要 とな る. 自動 車業

界 を例 に挙 げ る と, 社 団 法 人 日本 自動 車工 業 会 の統 計 デ ー タのデ ー タに

よれ ば, 国 内の 自動 車生 産台数 は1990年 を ピー クに減少傾 向 にある [79].

一方 品種 数 は増 加傾 向 にあ る. 即 ち, 今後 の 自動 車業 界で は, 生 産 品種

数 の増加 に関 わ らず 生産 量が 確保 で きない様 な状 況が ます ます発 生 す る

もの と思 われ る. つ ま り, 生 産 システ ムにお いては, 1つ の製造 フ ロアに

お ける製造 品種 数 が ます ます 増加 す る もの と考 え られ る.

自動化技術 や情報技術 の発展 によ り, FMS (Flexible Manufacturing Sys-

tem) やCIM (Computer Integrated Manufacturing) が普及 し, 多 品種 生産

を実現す るため に複 数の機械 によ り構 成 され る小 規模 な生 産 ライ ンをバ ッ

フ ァを介 して連結 す る こ とで, シス テム全 体 を構成 す る フ レキ シブル ト
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ラ ンス フ ァー ライ ン (Flexible Transfer Line: FTL) が実 用化 されて い る.

生 産 ライ ン間のバ ッファを利 用す る ことによ り, 工程 間の ば らつ きを吸 収

させ, ライ ンの柔 軟性 を向上 させ るこ とが 可能 とな る [78]. しか し, シ

ステムの柔軟性 を向上 させ よう とす る とバ ッファサ イズが大 き くな り, 中

間在 庫 の コス トが上 昇す るだ けで な く, モ ジュ ー ル内 で は機械 は互 い に

連結 され てお り, バ ッフ ァで連 結 された ラ イ ン問 で は平 準 化が 必 要 とな

るな ど, ライ ン型生 産の 欠点 を本質 的 に解 決 してい る とは言 い難 い.

また近 年, 人 の持 つ柔 軟性 に着 目 した セ ル生 産方 式 [66],[80],[65] が

注 目を集 め, 家電 製 品分野 を中心 に実 用 化 され てい る. セ ル生 産 方式 で

は, 一連 の複数 作 業 を 一 まとめ に した生 産 セルが システ ム を構成 す る基

本要 素 とな り, 各 セル にお け る複 数 の作 業 工程 を一人 な い し数 人 で担 当

す る多能 工 を配置 す る. 各セ ル内部 の作 業者 数 を変 更 した り, セ ルそ の

ものの数 を変更 した りす る こ とで変動 に強い生 産 の実現 を図 る もので あ

る. しか し, 例 えば 自動 車製 造工 程 の よ うに既 に 自動化 が 進み, 一定期

間 にあ る程 度 の生 産量 が確保 可能 な分 野 にお いて は, 経 済性 の観点 か ら

導 入 され る例 は まだ多 くない [81].

また, 市場 の不 確実性 に適応で きる生 産方式 と してAPS (Adaptive Pro-

duction System) が提 案 され てい る. APSは, トラ ンス フ ァー ライ ンに 自

律 的 に移動 可能 な組 み立 て ロボ ッ トを導 入 し, 生 産 要求 にあ わせ て生産

途 中 で設備 台数 を変更 す るこ とで, トラ ンス フ ァー ラ イ ンの高生 産性 と

シス テムの柔軟 性 の両立 を図 った システ ムであ る [81]. しか し, APSに

お い て も シス テム の基本様 式 は ライ ン型 を踏襲 してお り, イ レギ ュ ラー

な故障 や特急 品 の イベ ン トが発 生 した場 合 に は有 効 であ るが, 通 常 の生

産 で は工 程 間の平準 化 は依 然必 要 となる等, ラ イ ン型 方式 と同様 の特 性

は有 した ままであ る とい う問題 があ る.

以 上 の よ うに, 既 存 の シス テム にお いて は依 然 ラ イ ン型生 産 方式 を踏

襲 した ものが多 く, 根 本 的な問題 の解 決 には至 ってお らず, 新 た な生 産方

式 が必 要 となる と考 え られ る.
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Fig. 5.1: ラ イ ン レ ス 生 産 方 式

5.2.2 ラ イ ン レ ス 生 産 方 式

製 品 ラ イ フサ イ クル の短 縮 に起 因す る生 産 要求 の変動 等, 生 産 シス テ

ム を取 り巻 く外 部環境 の複雑 化, そ れ に起 因す る システ ム内部構 造 の複

雑 化 や設備 故障等 の内部環 境 の複 雑化 に直面 した現 在, 従 来か らの ラ イ

ン型 生産 方式 に根 ざ した生 産 方式 で は それ らの複雑 化 や変動 に適 応 す る

こ とが 困難 で あ り, それ に代 わ る新 た な手 法 の開発が必 要で ある .

本 研 究で は, 既存 の生 産方式 に代 わ り, 生産 システ ム外部 ・内部 の環境

変 動 に対 して柔 軟 に適応 で きる生 産 方式 の一つ と して, ラ イ ンレス生 産

方式 を提 案す る. ここで, ラ イン レス生 産方 式 とは

「生 産 シス テム を構 成 す る要素 が無 軌道 かつ 非 同期 で移動 しなが ら生

産 を行 う生 産 方式」

と定 義す る. Fig. 5.1に その概 念図 を示 す.

ラ イ ン レス生 産 方式 が実 現 す る と, すべ ての 要素 が移動 しなが ら生 産

が行 われ る とい う特徴 のため に, 以 下の よ うな利点 が期待 で きる.

●多 品種 生 産が実現 可能

ラ イ ン型生 産 方式 の ように一定の タク トタイムで ライ ンが動作 す る
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必要が無いため, 工程 間の作業時間を平準化す る必要がない. この

特徴により加工時間の異なる品種 を同時 に製造 フロアに投入可能 と

な り, 多品種の生産が実現可能 となる.

●高 い故障適応性 を持つ

全ての生産要素が独立で動作するために, システムのある部分で発

生 した故障の影響が他の要素へ と及ぶ可能性が小 さい. また, 故障

発生時にラインを停止する必要がな く, 故障が発生 した要素のみに

修理作業 を行 うことが可能である.

●シ ステム更新が容易

新製品を製造 フロアへ と投入す る際に, システム全体の更新が不要

で, 新たに必要 となった設備 を製造 フロアへ と投 入 し, 個別 に教示

するだけで良い.

以上 より, 今後の複雑化す る生産環境で必要 となるであろ う, 変種変

量生産の実現にとって備えるべ き特徴 を持 っていることがわかる.

一方, ラインレス生産方式 では, 以下の ような点が問題 となる可能性

がある.

●広 い製造 フロ アが必 要

全 て の生 産要素が フロア上 を移動 す るため に, ラ イ ン型 生産 方式 を

採 用 した シス テム に比べ る と広 い製造 フロアが必 要 となる ことが予

想 され る.

●導 入 コス トの増大

移動 しなが ら作業 可能 な設備 を新 規 に導入 しな ければ な らない ため

に, よ り多 くの初期投資 が必 要 とな る. また, 移動 す る機械 の電 力

を供給 しなけれ ばな らない ため, エ ネルギ ー費用 も多 くかか る こ と

が予 想 され る.

ただ し, 製造 フロア面積 に関 しては, ラインレス生産方式 を採用する

システムの生産性が, ライン型生産に比べて高い状況がある とすれば, ラ

イ ンレス生産方式 の方が生産設備台数 を減 らす ことがで きると考 え られ
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る. 結 果 として, 設備1台 あ た りの必 要面積 が増 加 した として も, 全 体

の 面積へ の影響 が あ ま り無 く, 問題 とな らないか もしれ ない.

また, 導 入 コス トが増大 す る と して も, ライ ン型 生産 におい て品種 の

切 り替 えの際 に必 要 とな る生 産 ラ イ ンの敷 設換 えが 不要 とな る こ とが予

測 され る な ど, ラ ンニ ング コス トや メ ンテ ナ ンス コス トに関 して は節 約

で きる こ とが考 え られ るた め, 問題 とは な らない可 能性 もあ る.
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5.3 ライ ン レス 自動 車溶接 工程 の モデル化

前節 において述べた特徴 を持つ ラインレス生産方式 を利用 したライン

レス生産システムを構築 しようとすると, 全 ての設備が製造 フロア上 を

移動するため, 制御対象 となるシステムの自由度が非常 に大 きくなる. そ

のため, スケジュー リング等の時間的計画 とフロア内での移動 に関す る

空間的計画が困難 とな り, 既存の集 中管理的手法で制御することは困難

である. また, 多品種生産 を実現することか ら, システム内部 には事前

に予測不可能な変動が起 こる可能性 も高 く, それ らに柔軟 に適応可能な

手法が必要 となる.

そこで, 本研究ではラインレス生産 システムの構築のためには, 自律

分散 システムアプローチが有効であると考え, 2章 で述べた 自己組織化 手

法 を用いて, 時間的計画 と空間的計画を場 の相互作用 を利用 して同時 に

解決 し, すべての要素が移動 しなが ら生産を行 うラインレス生産 システ

ムの構築を行 う.

以下の節では, 自己組織化 を用いたラインレス生産 システムのモデル

化 を行い, 次節で構築 したモデルを利用 した計算機実験 を行 う.

5.3.1 自動 車 溶接 工程 へ の適用

自動車の製造過程 は,製 造対象 となる製品種類が多 く, かつ生産量 も

多いため, 多品種生産および高生産性 の両立が必要であ り. ラインレス

生産方式の検証 に適切 であると考 えられる. 本研究ではラインレス生産

システムの適用例 として, 自動車の車体への増 し打 ち溶接工程 を取 り 上

げた. 自動車の増 し打 ち溶接工程 とは, 車体 を構成するフレームを溶接

により取 り付 けた後, 補強 として車体に対 し追加の溶接 を施す工程であ

る. すなわち, 通常の溶接工程のように多入力 一出力のいわゆる組 立工

程 とは異な り, 加工工程 と同様一入力一出力の工程である.

対 象 となる増 し打 ち溶接工程のフロア内には, 溶接 の対象 となる車体

を搭載 したAGVと, AGVに 取 り付いて溶接 を行 う溶接 ロボ ッ トが存在

する. AGVは 搭載 している車体の溶接 に関す る生産要求を認識 し, 溶接
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ロボ ッ トは 自身の生 産 能力 を認 識 して い る とす る. そ して, それ ら生 産

要 求 と生産 能力 の適合 に 自己組 織化 を用 い る.

た だ し, 2章 で述 べ たFig. 2.4の よ うな要 素 間の相 互作 用 とは異 な り,

本 モ デルで は生 産要 求 を持 つAGVが 引力場 を生成 し, 生産能 力 を持つ 溶

接 ロボ ッ トが引力 場 を感 知す る. す なわ ち, AGVが 生 産要求 に応 じて引

力場 を生成 す る 一方, 溶接 ロボ ッ トは生産能 力 に応 じてAGVの 生成 す る

引力場 を感 知, 場 の生 成源へ と移動 し, AGVに 取 り付 き溶接 を行 うとい

う もの であ る.

以 上 の様 な空 間的 な相 互作用 を繰 り返 し, 一連 の動作 をAGVの 移動 中

に行 うこ とで, ラ イ ン レス生産 シス テム を構 築 す る. 以下 で は実工 場 の

デー タを もとに構築 した各生 産要素 モ デル に関 して述べ る.

5.3.2 生 産 要 素 の モ デ ル 化

製 品

ラ イ ン型生 産 方式 を採 用 して い る既 存 の製造 フ ロア にお い ては, 作 業

量 の平準 化 の ため に一つ の ライ ンには数 車種 のみ を投 入す るの が一般 的

であ る. しか しなが ら, 提案手 法で あ るライ ン レス生 産 におい ては, 前節

で述 べ た特 徴 のた め に作 業量 に関す る制 約 をほ とん ど受 け ない ため, 平

準化 が必 要 に な らない. そ こで, 本研 究 の 自動車 増 し打 ち溶接 工程 で は,

生 産対 象全20車 種 を フロ アに投 入す る こ ととす る.

投 入 される車体 はそれぞ れ溶接 の種類 ご とに必要 な溶接打 点 数 を持 つ.

これが本 適用例 にお ける生産 要求 とな る.総 打 点数 は全20車 種 でそ れぞ

れ450打 点 ～840打 点 あ り, 車種 に よって異 な るが溶接 部位 を6箇 所 に分

けて作 業 を行 うもの とす る. また, 溶接 箇 所 の打 点 径 に よって {ATYPE,

BTYPE} の2種 類 の要 求 を持 ち, ATYPEが 小 径, BTYPEが 大径 の溶接 を

あ らわす もの と した.

す な わち, 2章 にお い て定 式化 した生 産要求 を表 す式 (2.19) の うち, 作

業順序RPimに おい てm=6と なるが, 作業 に優先順位 は無 いため作 業順序

は順 不 同で よい. また, 生 産 要求 は2つ か らな り, p=2で あ り, r1: 溶

接 打 点数, r2: 溶接 打 点径 を表す.
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Fig. 5.2: 溶 接 ロ ボ ッ トモ デ ル

溶 接 ロ ボ ッ ト

溶接 ロ ボ ッ トに は, 生 産 要 求 に対 応 したATYPEとBTYPEの2種 類 の 溶

接 が 可 能 な ロ ボ ッ トが 存 在 す る と した. ATYPEロ ボ ッ トは小 型 で小 径 の 溶

接 ス ポ ッ トを受 け 持 ち, 溶接 ス ピー ドは2sec/spotで あ る. 一方, BTYPE

ロ ボ ッ トはATYPEロ ボ ッ トと比 較 して 大 型 で あ り, 大径 の 溶 接 ス ポ ッ ト

を受 け 持 ち, 溶 接 ス ピ ー ドは4sec/spotで あ る. す な わ ち, 式 (2.15) 中 の

Cmiに お い てm=1, C1: 溶 接 ガ ンサ イ ズ とな る.

各 ロ ボ ッ トの移 動 速 度 に関 して は, ATYPEロ ボ ッ トが2.16km/h, BTYPE

ロ ボ ッ トは1.44km/hに 設 定 した . こ れ は 現 有 設 備 で 移 動 しな が ら溶 接 が

可 能 な ロ ボ ッ トが 無 い た め, 現 場 エ ン ジニ ア が 見 積 もっ た値 を用 い た,

溶 接 ロ ボ ッ トは, 2章 のAGVと 同 じ くBraitenbergのVbhicle [58] の よ

う に構 成 した セ ンサ と モ ー タ を結 合 した 移 動 ロ ボ ッ トと して モ デ ル 化 し

た が, 2章 の モ デ ル よ りは若 干 セ ンサ 数 を増 や して複 雑 な環 境 で の 移 動 行

動 を実 現 して い る. (Fig. 5.2に 概 要 を示 す).

溶 接 ロボ ッ トに は, ポ テ ン シ ャル場 を感 知 す る ため の セ ンサ が 左 右2つ

ず つ, 計4つ 存 在 す る. 各 セ ンサ の セ ンシ ン グ範 囲 は90度 と して お り (S1

か らS4), 各 セ ンサ か ら の 入 力 を →fi(i≦i≦4) とす る . ロボ ッ トは 自 身 の
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方向ベ ク トル →dirを有 してお り, その回転方 向が分 かれ ば次 の時刻 での位

置 を決定 で きる. ロボ ッ トの 回転 角 θを求 め る為 に次式 を利 用す る.

(1)

ここで, ρは回転角 の大 きさを左右 す る定 数で あ り, 予備実験 に よって

決定 した. また, →F1, →F2は, Fig. 5.2中 の様 に進行 方 向 に対 して逆向 きの

方 向 を持 つ 駆動 力 を表 す ベ ク トルであ り,

(5.2)

(5.3)

を 満 た す. た だ しFig. 5.2で は, |→f1|=|→f3|=0で あ る.

ま た, 溶 接 ロ ボ ッ トは, 要 素 間 の衝 突 を 回 避 す る た め に そ の 中 心 か ら

斥 力 場 も生 成 す る.

AGV

車体 を搭 載 したAGVは, Fig. 5.3の 様 に構 成 され る. 車体 の溶接 に関

す る生産 要 求 は, 溶接 部位 に従 い図 中の通 り6つ に分割 され る. 各部 分

に溶接 ロボ ッ トのた めの結 合 部が 存在 し, 溶接 ロボ ッ トは結 合 した部 分

の溶接 を行 う.

AGVは, 分 割 され た各溶接 部分 か ら, 搭 載 した車体 の生 産要求 を反映

した引 力場 を生 成 し, 溶接 ロボ ッ トを引 き寄せ る. 本例 で は, 車体 の溶接

に関 す る生産 要求 は, {ATYPE, BTYPE} の2種 類 存在す るため, それぞ れ

に関す る引力場 を各結 合部 分 か ら生 成す る. そ の行動 ルー ルは基本 的 に

2章 の機械 と同様 で あ り, 式 (2.15) 中 のCmiに お いてm=1, C1:溶 接打

点サ イズ とする. また, 式 (2.16) 中のLmiは 場生成 の位置 を表 すため, Lmi∈

{FmntRigkt, CenterRigkt, BackRigkt, FrontLeft, CenterLeft, BackLeft} とな り,

AGVモ デ ルにおい て は6つ の結合 ポ イ ン トいず れか ら場 を生成 す るか を

表 す.
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Fig. 5.3: AGVモ デ ル

た だ し, BTYPEロ ボ ッ トは大 型の ため, BTYPEロ ボ ッ トが取 り付 い

た部 分 に隣接 す る溶接 部 には, 他 の ロボ ッ トが取 りつ け ない とい う制 約

が存在 す る, その ため, BTYPEの 溶接 ロボ ッ トが取 り付 いてい る部分 に

隣接 す る結合 部 か らは,引 力 場 の生成 は行わ ない. また, 同様 の制 約 の

ため, ATYPEロ ボ ッ トの結 合 した部分 に隣接す る部分 か ら も, BTYPEの

引力場 の生 成 は行 わ ない.

AGVも 場 に対 す るセ ンサ が 前方 に4つ 存在 し, 前 節 の溶接 ロボ ッ トと

同様 の方法で, 速 度0.27km/hで 移動 す る. 全 ての加工 要 求が 満た され る

まで, フロア左側 壁 か ら発生 す る斥力場 に よって フ ロア 上を フロ ア右方

に移動 し, 全 ての溶接 作業 が完 了 し, 製 品 の生産 要 求が満 た され る と製

品 回収 口か ら生成 され る引 力場 を感知 し, 回収 口 に向か っ て移動 す る.

製品投 入 口. 製品 回収 口

対 象 とす る溶接 工 程 の製造 フロ ア と前後 工程 の イ ンター フェー ス とな

る製品投 入口お よび製 品回収 口 もモデ ル化 して いる.

製品投 入 口は, 待 機中のAGVが あ る場 合,特 定 の時 間 間隔 で に製品 を

AGVに 乗せ て製造 フロア に投 入す る. 一方, 製品 回収 口 は, す べ ての溶

接 工程 が終 了 した製 品 をのせ たAGVを 引 き寄 せ る引力場 を生成 す る. 全
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ての工程が終了 したAGVは この引力場 を感知 して回収口から回収 され,

フロアの外側 を通 り再び製品投入口付近 にて待機する. モデルおよび行

動 ルールは2章 と同様である.

ポテンシャル場

本研 究 にお いて利 用 す る ポ テ ン シャル場 は, (2.11) 式 にお け る各係数

をTable5.1の 様 な組 み合 わせ で使 用 し, distの 単位 はmで あ る. また,

size (m) は要素 の大 き さを表す代 表値 で あ る. なお, 場 の形状 に関す る各

パ ラ メー タは, 予備 実験 の結 果 に も とつ い て求 めた.

Table 5.1: ポ テ ン シ ャ ル場 に使 用 した パ ラ メ ー タ
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Fig. 5.4: ラ イ ン レ ス 自 動 車 溶 接 フ ロ ア

5.4 実験結 果 と考 察

前節 のモ デ ル を利 用 して計 算機実験 を行 った. 以 下で は その結 果 につ

いて述べ る.

5.4.1 実 験 設 定

今 回 対 象 と した 製 造 フ ロ アの 大 き さは75m×50mで あ り, 溶 接 ロ ボ ッ ト

ATYPE26台, BTYPE32台, AGV25台 で 構 成 され る. これ らの 設 定 は

予 備 実験 で, 一日あ た りの 目 標 生 産 台 数 で あ る20品 種1000台 が 達 成 可

能 な 最 小 の 溶接 ロ ボ ッ ト台 数 お よ びAGV台 数 と した もの で あ る. 製 品 は

実 工場 との整 合 性 を と るた め, 全20車 種 の 内1車 種5台 ず つ を45秒 間 隔

で投 入す る. Fig. 5.4は, 構 築 した 製造 フ ロ ア の 概 要 を 表 して い る .

5.4.2 実 験 結 果

Fig. 5.5 は実験 開始 後20分 まで フロアの様 子であ り, 溶接 ロボ ッ トお よ

びAGVが 移動 しなが ら生産が進捗 す るラ イン レス溶接 過程が 観察で きる .



5.4. 実 験 結 果 と 考 察 115

(a) 5分 後

(b) 10分 後

(c) 20分 後

Fig. 5.5: ラ イ ン レ ス溶 接過 程 (実 験 開始 後20分 間)
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Fig. 5.6: ATYPE, BTYPEロ ボ ッ トの 座 標 重心 位 置

図か らわか る よ うに開始後20分 後 には3本 の ラ インの ような秩 序 が形

成 され てい るの が観察 された. これ は シス テム の設 計者 が 設計 した ラ イ

ンで は無 く, シ ステムの 構成 要素が 条件 に応 じて秩 序 を形 成 した 結果で

あ る. 条件 の 一つで ある 製品投 入口が3つ か ら2つ に変 更 され た場 合は ,

ラ イン状 の秩 序 も2本 となる傾 向が あ る こ とを観 察 して い る. また , ラ

イン レス生産 にお い ては, 環境 変動 が 無 い場 合 は効 率 の 高 くな るラ イン

型の システムの ような秩 序が 生成 す るこ とが 本結 果か ら分 か る.

Fig. 5.6 は実験 開始約1時 間後 の フロ アの様 子であ る. フロア左 に 見え

る赤 く塗 りつぶ された円 はATYPEロ ボ ッ トの位 置の 重心 を, そ の周 りの

楕 円 は位 置の標準 偏 差 を表 して いる. また, 緑 に塗 りつ ぶ され た円 とそ

の周 りの楕 円 は, BTYPEの もので ある. この こ とか ら, 安 定的 な生 産が

行 われ てい る と きはATYPEロ ボ ッ トは フロア左側 に, BTYPEロ ボ ッ ト

は フロア右側 に分 散 して いる こ とが わか る.

よ り詳細 にみ る と, Fig. 5.7の グラフはは実験 中のATYPE, BTYPE各

ロボ ッ トの座 標の 重心 位 置の変遷 を表 して い る.(a) は フロア横 方向す な

わ ち左側 壁か らの距離 を,(b) は縦 方向す なわ ち 下側 壁 か らの 距離 を示 し

てい る. 縦 方向 の 重心の変化 は実験期 間 を通 じてほぼ変化 しない が, 横 方

向 は特徴 的 な動 きを示 してい る. す なわ ち初期状 態 で は 各 ロボ ッ トは規
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則 的 に配置 され てい るため に, ATYPE, BTYPEの 重心位 置 は接近 してい

る. しか し実験 が進 む に従 い, ATYPEロ ボ ッ トの重心が左 側壁 か ら15m

付近 に留 まるのに対 し, BTYPEロ ボ ッ トの重心 は35m付 近へ と変化 して

いる. これ は, ATYPEロ ボ ッ トが フロ ア左 側, BTYPEロ ボ ッ トが フロア

右側 に主 に分布 す る とい うエ リアの分離 が生 じた こ とを示 してい る.

この様 な秩 序 が形 成 され た要 因 と して,

1. BTYPEロ ボ ッ トの溶接 ス ピー ド

ATYPEロ ボ ッ トと比較 して溶接 ス ピー ドが遅い ため, BTYPEの 溶

接 が 後 に され る場 合が 多 くなる傾 向 があ る.

2. BTYPEロ ボ ッ トの大 きさの制 約

大 き さの制 約 の ため に, BTYPEの 溶接 は最大 で 同時 に4つ の場所

で しか行 え ない. その為BTYPEの 溶接 が 後 に まわる傾 向が ある.

な どが挙 げ られ, ATYPEを 先 に処理 した後 にBTYPEを 処 理す る とい

う秩 序 形 成 に到 った と考 え られ る. 以上 の よ うな振 る舞 い は, シス テム

を構 成す る生 産 要 素の仮 定や 能力 に応 じて, 自己組 織 的 に システ ム全 体

の秩 序 が形 成 され る過程 と捉 える こ とがで きる.

5.4.3 環 境 変 動 へ の 適 応 過 程

ラ イ ン レス生 産 システ ムの環境 変 動へ の適 応能 力 を検証 す るた め, 計

算 機実験 にお い て仮 想 的 に環 境 変動 を引 き起 こ し, シス テ ムの挙動 を観

察 した. 利用 した環 境変 動 は, あ る時点 でAGVに 故 障が発生 し, フロア

上 の あ る地 点 に停 止す る とい うシス テム 内部環境 の変動 で あ る. 故 障 の

AGVは 移動 機能 の故 障 のみ発生 してい る と し, 処理 中 あ るい は未 処理 の

溶接 はすべ て完 了す る こ とが で きる もの とす る. その他 の実験 設 定 は前

節 とす べ て同様 で あ る.

Fig.5.8, Fig.5.9は 計 算機 実験 の スナ ップ シ ョッ トを示 してい る. 時 間

を追 って システ ムの振 る舞 い を述べ る と,
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(a) x軸 方 向

(b) y軸 方向

Fig. 5.7: ロボ ッ ト座 標 重 心 位 置 の 変 遷
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1. 正常 稼働状 態 で は, 投 入 口の数 に対 応 した3つ の ライ ン状 の秩 序が

形 成 してい る (Fig.5.8 (a)).

2. 真 中の ライ ン状秩 序 を形 成 して い るAGVの1台 に故 障 が発生, フ

ロ ア状 で停止 (Fig.5.8 (b)).

3. 後続 のAGVが, 停止 しているAGVと の間の斥力場 を感知 す るこ と

に よ り回避行 動 を行 う (Fig.5.8 (c)).

4. さらに後続 のAGVも 同様 に, 停止 したAGVを 回避 す る行動 を行 う

(Fig.5.9 (a)).

5. 真 中の ラ イン状秩 序 が停止 したAGVを 境 に ライ ンの位 置が 変化す

る とい う新 た な秩 序 を獲得 (Fig.5.9 (b)).

6. 停止 したAGVの 復 旧後, 停止 ししていたAGVが 再度移動 し生産 を

再 開.

7. 3つ の ライ ン状 の秩 序 を再獲 得(Fig.5.9 (c)).

となっ てい る こ とを観察 した.

以 上 の結果 は, 5.2.2節 におい て述べ た ラ イ ンレス生 産 シス テムの利点

の 一つ で あ る環 境 変動へ の適 応性 をよ く示 してい る. ラ イ ン型生 産 シス

テ ム では, 車体 を搬 送 す る台車 に故 障 が発生 した場合, ライ ン全 体 を止

め て修理 す る必 要 が あ るが, 本研 究 で提 案 す る ライ ン レス生 産 シス テム

の場 合, 自律 的 に移動 す るAGVが 停止 したAGVを 回避 す る こ とに よ り,

シス テム全体 が停 止 す る こ とな く, 生 産が進 む こ とが観 察 され てい る.

また, 上記 の環境 変動 へ の適 応過 程 は, システ ムが形成 す る秩 序 に着

目す る と ラ イン レス生 産 シス テ ムの特徴 が 明 らか に な り興味 深 い. つ ま

り, AGVの 故 障 の よ うな環境 変動 が無 い安 定 した状 態続 く限 り, ラ イン

レス生 産 システ ム におい て もライ ン型 の様 な, 仮 想 ライ ン とで もい うべ

き秩序 が形成 され る (Fig.5.8 (a)). これ は,安 定 的な状 態 において は, ラ

イ ン型 生 産 シス テ ムの様 な状 態が 生 産効率 が 良い た めで あ り, ラ イ ン レ

ス生 産 シス テム にお いて も同様 に振 る舞 うの はそ のため で あ る と考 え ら

れ る.
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(a) 正常 稼働状 態

(b) AGVに 故 障 が 発 生

(c) 後続 のAGVの 回避 行動

Fig.5.8: 環 境 変 動 へ の 適 応 過 程 (故 障発 生 か ら適 応 過 程 まで)
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(a) 後続 のAGVの 回避 行動

(b) 新 たな秩序 形成

(C) 復 旧後 の 正常稼働 状態

Fig.5.9: 環 境変 動へ の適 応過程 (新 たな秩序 形成 か ら復 旧まで)
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しか し, ひ とた び環 境 変 動 が発 生 す る とそれ まで形 成 され た秩 序 が,

Fig.5.8 (c) の ように崩壊 す る. そ して, 環境 変動 が発生 した状 態 で新 たな

秩 序 を形 成 し, 生産 を維持 す る (5.9 (b)). 新 たに形成 され た秩序 も, 停

止 したAGVの 近 くで は複雑 な移動 が行 われ るが, それ以外 の部分 で は効

率 の 良い ライ ン型生 産 システ ムの よ うな秩 序 となってい る こ とが わか る.



5.5. ラ イ ン型 シ ス テ ム との比 較 実 験 123

Fig.5.10: 比 較 対 照 と した ラ イ ン型 生 産 シ ス テ ム モ デ ル

5.5 ライ ン型 システム との比 較実験

ラ イ ンレス生産 システ ムの特 徴 を明確 にす るため, 生 産性, 故 障へ の

適 応性, コス トの3項 目に 関 して ラ イ ン型生 産 システ ム との比較 を行 っ

た. 比 較す る両 システ ム には, 実工 場 の デー タを参考 に, 全20車 種 を1

つ の シス テ ムで処 理 可能, か つ1日 におけ る生産台 数が1000台 以 上, タ

ク トタ イム を45秒 とい う条件 を課 した.

た だ し, 既 存 の ラ イン型生 産 システムで は20車 種 を1つ の ライ ンで生

産 して い る システ ム は存 在 しない ため, 比較対 象 とす る シス テ ムは, 実

働 デ ー タを基 に実験 用 に設計 され た仮想 溶接 ラ イ ンであ る. ラ イン型生

産 シス テムで20品 種 の生 産 を行 うため に, ロボ ッ ト台 数 な どは冗長 な構

成 となって い る. Fig. 5.10に その外 観 を示す.
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Table 5.2: 溶 接 ロ ボ ッ ト ・AGV台 数 に 関 す る 比 較

5.5.1 生 産 性 に 関 す る 比 較

Table 5.2は, 製造 フロ アの面積 は同 じと し, 20車 種 を一 日に1000台 以

上生 産可 能, とい う条件 を満 たす ラ イ ン ・ラ イ ン レス生 産 シス テム を構

築 した場 合 の必 要 生産 要素 数 の比較 で あ る. 表 よ り, ライ ン レス生 産 シ

ス テムがATYPEロ ボ ッ トで14台, BTYPEロ ボ ッ トで14台 , AGVが6

台 少 ない数 で, ライ ン型 システ ム と同等 の生産性 を獲得 して い る こ とが

分 か る.

また, Fig. 5.11は, 総生 産量 とロボ ッ トの稼働 率 の比較 を示 してい る .

Table 5.2の 結 果 よ り, 同等 の生 産量 を達 成 す る場 合, ラ イ ン レス生 産 シ

ステ ムの方 が ロボ ッ ト台数 を減 らす こ とが で きるた め , ライ ンレス生 産

の方 が ロボ ッ トの平均 稼働率 も高 くな ってい る こ とが わか る .

また, ラ イ ン型生 産 におい ては, 搬送 車 の移動 中 に作 業 がで きない為,

溶接 ロボ ッ トの稼働 率 の上 限 は搬 送車 の 移動 時 間 とロボ ッ トの移動 時 間

で決定 され る. そ れに対 して ライ ンレス生 産で は全 て の作 業 はAGVの 移

動 中に行 われ る ため に, 溶接 ロボ ッ トの稼働 率 は, ロボ ッ トの移動 時 間

に影響 を受 け るだ けで あ る. この よ うな要 因 で, 稼働 率 の差 が発 生 した

と考 え られ る.

以 上 よ り, ラ イ ン型 と同等 の生 産性 を得 るた め には ロボ ッ ト台 数 を減

らせ る こ とがわ か る. 結 果 と して, 今 回比 較 と した ライ ン レスの シス テ

ム とラ イン型の システム は同等 の製造 フロア面積 を利用 してお り, ロボ ッ

トが 自由 に移動 す る ラ イ ンレス生 産 シス テ ム にお い て も, 製造 フ ロア面

積 が ライ ン型生 産 シス テ ム と同等 の広 さで実現 の 可能性 が あ る こ とが確

認 で きた.
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Fig. 5.11: 生 産 性 に 関 す る 比 較

Fig. 5.12: MTBFの 変化 に対 す る適 応性 に関 す る比較
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5.5.2 環 境 変 動 へ の 適 応 性 に 関 す る 比 較

生産 過程 にお いて は, MTBF (平 均故 障 間隔) が短 い小 規模 な故 障や,

段取 りな ど, 生 産性 に影響 を与 えかね ない不確 定 な事 象 が多 く発 生 す る.

この様 な シス テム内部 での環境 変動 をモ デル化 し, ライ ン型 ・ラ イ ン レ

ス生 産 シス テムそ れぞれ の適応性 に関 して比較 を行 っ た .

比 較 の為 に, ライ ン レス生産 は前節 と同様 の条 件下 でMTBFを 変化 さ

せ て計算 機実 験 を行 った結果 を用 い, ラ イ ン型生 産 は前節 と同様 , 実働

デー タを基 に計算 した結果 を利用 した.

Fig. 5.12は, MTBFを 変化 させ た際 の1日 の生 産量 の変 化 であ る . ラ

イ ン型 生 産で はその シス テム形 態 か らMTBFを 短 くしてい くとラ イ ンの

停 止 時 間が長 くなるた め, 生 産量 の落 ち込 み が顕著 であ る. 一 方, ラ イ

ン レス生 産 におい ては, MTBFが 短 くなる に も関 わ らず生 産量 の落 ち込

みが小 さい. 故 障設備 が発 生 した場 合, そ の影響 が他 の設備 へ と影響 を

与 える こ とが 少 ない とい うラ イ ンレス生 産の特 徴 を示 して い る.

5.5.3 コ ス トに 関 す る 比 較

コス ト面 での評 価 と して, システ ム導 入時 の初 期 コス ト, 運 用事 の ラ

ンニ ングコス ト, 1年 に4つ の新 しい製 品 を投 入す る場 合 の設備 更新 コス

トの3点 につい て比較 を行 った. ライ ン型生 産 シス テムには, 現 有設備 の

デ ー タを利用 して20車 種 を製造 で きるラ イ ンの計 算 コス トを用 い た . 一

方, ライ ン レス生産 におけ る設備 の コス ト計算 は現 時点 では 困難 であ る

ため, 現 場 エ ンジニ アの現 有 設備 か らの見 積 りを参 考 に した コス トを用

いた.

ライ ン レス生 産の初 期導 入 コス トと して, 移動 しなが ら溶接 可能 な ロ

ボ ッ トの開発費 用 と して現有 設備 の2倍, コ ンベ ヤの代 わ りにAGVを 導

入す る費用 と して現有設 備 の3.3倍 が必 要 と見積 もった. また, ラ イン レ

ス生 産 では全 て の要素 が移動 す る必 要が あ るの で , その ため の給 電装 置

が必 要 とな り, そ の コス トを考慮 した.

一方, ラ ンニ ン グコス トは設備 維持 費 と人件 費 か ら構 成 され る. ラ イ

ンレス生 産 にお いて は, 全 ての要素 が移動可 能 であ るため , 設備 の保 守 ・
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点検 費 用, な らびに給 電費 用が ラ イ ン型生 産 に対 して大 き くな る と予測

され, ラ イ ン型 生 産 の2倍 と見 積 もった. また, ラ イ ン型 生産 におい て

は, ラ イ ン中での小 規模 故 障へ の対 応, 設備 の矯 正 な どの役割 が必 要 と

な るため の多 くの 人的 費用 が必 要 とな る. しか しなが ら, ラ イ ンレス生

産 にお い て は, 小規 模故 障が起 った際 はロボ ッ トを別 の修 復 エ リア に移

動 し修復 すれ ば 良 く, 矯 正 もラ イ ンか ら外 れ た状 態 で 自動 化 で きる とみ

な し, ライ ン型生 産 の5分 の1と 見積 もった.

1年 に4つ の新 製 品 を製作 す る と した場 合の設備 更新費 用 は, 人的費 用

な らび に更新 設備 費用 か らな る. ラ イ ン型 生 産 につい て は, 作 業 量平準

化作 業, 設備 レイア ウ ト, ロボ ッ ト教 示, 設 備入 れ替 えな どの工事作業 に

多大 な 人的費 用が か か る. しか し, ライ ン レス生 産 にな る と, ラ イ ン型

生 産 で必 要 な 上記 の作 業 の大 半が 必 要 な くな る と予 測 され るため, 人的

費 用 な らび に設 備費 は非常 に小 さ く見 積 もる こ とが可 能 であ る.

Table 5.3は, 以 上を考 慮 した比較 結 果 を表 してい る. 生 産 に要す る コ

ス ト全体 の うち, 既存 の ラ イ ン型 生 産 にお いて は設備 更新 の際 の コス ト

が 一番 大 きな比 率 を占め る. 一方, ラ イ ンレス生 産 にお いて は, ラ イ ン

型生 産 に比べ て初期投 資 が大 き くな る もの の, 上 述 の見積 も りの ように

設備 更新 の コス トが 大 幅 に削減 可能 と判 断 で きる. そ のため, ラ イ ンレ

ス生 産 は全 体 コス トと して は ライ ン型 生 産 に対 して小 さ くな り, コス ト

面 にお いて もラ イ ンレス生 産 の優位性 が あ る と考 え られ る.

5.5.4 ラ イ ン レ ス 生 産 シ ス テ ム の 有 効 範 囲

前節 まで の実験結 果 よ り, ラ イ ンレス生 産 システ ムは20品 種 とい う多

品種生 産 を実現 可能 で ある こ とが わか っ た. また, 20品 種 生産 を行 う場

合, ラ イ ンレス生 産 システ ムが環 境 変動 へ の適応 性 のみ で は な く, 生 産

性, コス トに関 して も有効 性を確 認 した. 本節 で は, 製品 の品種 数 の変

化 が ラ イ ン型 生 産 シス テム とラ イ ンレス生 産 システ ム に どの ような影 響

を及 ぼす か を比 較 し, ラ イ ン レス生 産 シス テム を利 用 す る有効範 囲 の 同

定 を行 う.

両 システ ムに投 入す る製 品の 品種 数 の違 い は, 20製 品投 入時の 各製 品

にお け る平均 作 業量 をほ ぼ同等 (溶接620打 点) と し, 作 業量 の標準 偏
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Table 5.3: コス トに 関 す る比 較

(million $)

差 の違 い で表現 す る. つ ま り, 標 準偏差0.0 (1品 種 に相 当), 20.0 (2品

種), 51.0 (4品 種), 75.7 (10品 種), 96.5 (20品 種) の各条件 に関 して

比較 を行 った.

比較 に用 いた ラ イン レス生産 シス テムは, 前節 までの20品 種 を製造 す

るフロ ア設定 を各条件 に関 して共通 で使用 した. 結果 の比較 には, 1日 間

の計算 機 実験 に よ り得 られ た値 を利用 す る. 一 方, ラ イ ン型生 産 システ

ム には, 現 有設 備 のデ ー タ を利 用 して各 品種数 を製造 で きる ラ イ ンを設

計 し, 1日 間の生 産 を行 った場 合 の結果 を計算 に よ り求め た.

Fig. 5.13に 溶接 ロボ ッ トの平均 稼 働 率 に関 す る比較 結果 を示 す. 図 よ

り, 製品 の品種 数 が2品 種 を越 え る までは, ラ イ ン型 生 産 シス テ ムの方

が装 置稼 働率 は高 い. しか し, ラ イ ン型 生 産 シ ステ ムで は, 投 入製 品 の

品種 数が増 える に従 い ロボ ッ トの平均 稼働 率 が大 き く下 降す る. これ は,

各 ス テー シ ョンにおけ る作 業量 の平準 化 が困難 とな るため であ る.

一方, ラ イ ンレス生 産 シス テ ムで は, 生産 す る品種 数 に よる影 響 をほ

とん ど受 けない. これ は, ライ ン型生 産 システ ムの よ うに作 業 を行 う製

品が 互 い に連結 され てお らず, 作 業量平 準 化 が必 要で ない こ とを よ く表

してい る.

Fig. 5.14は 総生 産量 に関す る比較 結果 を示 している. 図か らわか る よう

に, 両 システ ム ともに 目標 生産量 の1000台/日 を達成 してい る. 詳細 に
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Fig. 5.13: 生 産 品種 間の作 業量標 準偏 差 と溶接 ロボ ッ ト稼働 率 の関係

Fig. 5.14: 生 産 品種 間の作 業量標 準偏差 と溶接 ロボ ッ ト稼働 率 の関係
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みると, 生産品種数が小 さい場合はライン型生産の方が生産量が多いが,

品種数が増えた場合はラインレス生産 も同等の生産量 を達成 している.

以上の結果 より, 生産す る製品の品種間の作業量の標準偏差が20を 上

回るような多品種生産, すなわち本研究で対象 とす る自動車溶接工程に

おいては, 4品 種 を越 える場合 に関 してはラインレス生産の方が有効であ

ると考え られる.

自動車生産の実工場 において も, 一ラインにおいて生産 される品種数

は, 2-4車 種程度 とされる場合が多い. これは本節 の比較からも, ライン

型生産の有効性が確保で きる上限である といえ, 一 ライ ンにおける生産

品種数が ますます増えることが予測 され, ラインレス生産 システムの有

効性が明らかになることが予測で きる.
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5.6 結 言

本章では, 複雑化する生産環境 に適応可能な生産様式の1つ として, 製

造 フロア内の全ての生産要素が移動 しなが ら生産が進捗するラインレス

生産 システムを提案 し, 多品種生産の実現, 設備故障等の環境変化への

適応性 などの特徴 を明 らか にした.

ラインレス生産 システムを構築す るため, ポテ ンシャル場による自己

組織化 を用いて, 自動車溶接工程のモデル化 を行った. 提案モデルにも

とづ き計算機実験 を行 った結果, すべての要素が移動 しなが ら生産が進

捗する過程 を確認 した.

ライン型生産 システム との比較実験 を行った結果, 多品種生産環境下

での生産性, 設備故障への適応性 に関 して有効性があることが分かった.

さらに, ラインレス生産 システムを実現す るための必要 フロア面積, コ

ス ト評価に関 して も遜色のない結果が得 られた.

さらに, 製造対象 となる製品の品種数 と溶接 ロボ ッ トの平均稼働率お

よび総生産台数に関 しての比較 を行った結果, 4品 種を越 えるような多品

種生産の場合, ラインレス生産 システムの有効性が確認で きた.




